
日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価  

オ「お客様へのお約束10か条」の連  
成状況や、お客様から寄せられた声と  
その業務への反映状況等について、  
毎事業年度、年次報告書（アニュアル  
レポート）を作成し、分かりやすく情報  
提供を行う。   

の理  の昌′問 関として  ⑤開かれた組織運営   

会の意見を積極的に聴き、これらを適  
切に反映することにより、お客様本位  
の業務運営の実現を目指す。   もに、運営評議会の意見を積極的に業務  
（9理事長の諮問機関として運営評議  日本年金機構 の自己評価   「運営評議会」を設置する。機構の嘩  機構の事棄内容や業務の実施方法等に  会を開催するとともに、運営評議会の   事会は、意思決定にあたり、運営評議  ついて、保険料拠出者やお客様の意見を  意見を積極的に業務運営に反映した       反映させ、その改善を図るため、理事長の 言草間機関として運営評議会を開催するとと  運営に反映する 

。   

（6）電子申請の推進に閲す  6 電子申請の推進に関する事項   6 電子申請の推進に関する事項  
る事項   ■  6．電子申請の推進に関する事項  日本年金機構    業務効率化、業務品質の向上及び利  業務効率化、業務品質の向上及び利便性  磁気媒体届書作成プログラムを活用し  ○ 業務効率化、業務品質  便性の向ヰを図る観点から、「オンライ  の向上を図る観点から、「オシライン利用拡  た電子申請の利用や社会保険労務士  の自己評価  の向上及び利便性の向上を   

ン利用拡大行動計画」（平成20年9月  大行動計画」（平成20年9月12日汀戦略本  の協力を得た電子申請の利用の促進  厚生労働省  

図る観点から、社会保険関  12日IT戦略本部決定）等に基づき、圭  部決定）等に基づき、主として、事業主等が  に係る取組を実施したか。   

係の主要手続について、電  として、事業主等が反復的又は継続的  反復的又は継続的に利用する社会保険関   
の評価  

子申請の利用を促進するた  に利用する社会保険関係の主要手続  係の主要手続について、電子申請の利用   
めの取組を推進すること。  について、平成23年度末においてオ  

ンライン利用率65％を目指し、電子申  
請の利用を促進するための取組を推  
進する。   労務士の協力を得た電子申請の利用の促  

進に係る取組を実施する。   

4 業務運営の効率化に関  Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項  Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項   
する事項   皿業務運営の効率化に関する事項  日本年金機構    1．効率的な業務運営体制に関する事 項  ・業務の合理化及び効率化を図るため、  項   
に関する事項  ア業務につい七、お客様と直接接す   
、  し、業務の合理化・効率化を  集することや外部コンサルティングの  順を点検する。また、業務の標準化を進  の手順を点検し、業務の標準化を進   

の評価  

図るとともに、標準化を進め  め、業務処理要領等に反映させたか。  
ること。   し、合理化及び効率化を図るとともに、  

標準化を進める。  
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1b  

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平鹿21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価   

○届出入力等の事務につ  

いて、都道府県域を越えた  
広域集約化に向けた準備を  

進めるとともに、年金事務所  
の配置のあり方など、体制  
の見直しに着手すること   

への完全集約化を実現する。  

ウ業務運営の実施状況を踏まえて、  
本部及びブロック本部のあり方につい  

て検討する。年金事務所については、  
お客様の利便性等を踏まえた再配置  

計画の策定を検討する。  

（2）運営経費の抑制等に関  2．運営経費の抑制等に関する事項   2．運営経費の抑制等に関する事項   ヽ l・⊆≠l           2．運昌経費の抑制に関する事項  

する事項   

○人員体制については、  進めたか。  

「日本年金機構の当面の業  

務運営に関する基本計画」  Jく■  日本年金根橋    章 7    機構の人員体制について、基本計画  運営経費について、効率的な執行を進め  運営経費について、効率的な執汀を  の自己評価  
（平成20年7月29日間言義  

決定）（以下「基本計画」とい  

う。）に基づき、合理化・効率  
化を進めること。ただし、年  
金記録問題の解決が早急  
かつ確実にできる体制とす  

ること。なお、人件費につい  
ては、国家公務員の給与水  
準の動向や社会一般の情  
勢も踏まえ、効率化を進め  
ること。  

○中期目標期間の最後の  

事業年度において、一般管  
理貴（人件費を除く。）及び  
業務経費（年金記録問題対  

策経費、年金相談等事業経  
責及び特殊要因により増減  

する経費を除く。）について、  
平成22年度比での削減目  

標をそれぞれ設定し、業務  
の効率化を進めること。  目指す。   
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日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価   

（3）外部委託の推進に関す  3．外部委託の推進に関する事項   3．外部委託の推進に関する事項   3．外部委託の推進に関する事項   
る事項   

外部委託を推進するととも  下により、委託した業務の品質の維  月から、年金相談センターの業務を全国社  務委託を推進するとともに、委託業者  厚生労働省  
に、委託業務の品質の維  会保険労務士会連合会へ委託する。  の評価  
持・向上を図ること。   の適正な管理・監視等を実施したか。   

ア業務の性格に応じ、総合評価落札  
方式や企画競争を活用するとともに、  

日本年金橡構卜 の自己評価    基本計画に基づき、業務の外部委託  ア 納付督励等の外部委託について引き  年金相談センターの業務を全国社会  O「基本計画」に基づき、  を進める。外部委託にあたっては、以  続き推進するとともに、新たに、平成22年1  保険労務士会連合へ委託するなど外                持■向上を図る。  
提案依頼書の作成・提示や標準チェツ  

クリストに基づく事前審査、会計監査  
による事後確認等により、委託業者の  

適切な選定を行う。  

イ委託業者とサービス品質に関する  
合意を締結するとともに、委託業者か  
らの定期的な報告や必要に応じた立  

入検査の実施等により的確にモニタJ  

ングを実施し、委託業者の業務内容を  
適正に管理・監視する。また必要に応  
じ、委託業者の変更を行う。  

ウ効率化を図ることができる場合に  
は、積極的に複数年契約を活用する。  

（4）社会保険オンラインシス  4．社会保険オンラインシステムの見  4．社会保険オンラインシステムの見直し  4．社会保険オンラインシステムの見 
テムの見直しに関する事項  直しに関する事項  に関する事項  直しに関する事項   

日本年金機構  

○ 新年会制度の検討状況  「社会保険業務の業務・システム最適   
の自己評価   

新しい年金制度の検討状況を踏まえ   新しい年金制度の検討状況を踏まえつつ、             を踏まえつつ、「社会保険業    化計画」（平成18年3月厚生労働省）  厚生労働省  
の評価  務の業務・システム最適化  つつ、「社会保険業務の業務・システ  「社会保険業務の業務・システム最適化計  の基本的な理念に沿って、社会保険  計画」（平成18年3月厚生  ム最適化計画（平成183生  1  

」年月厚労  画」（平成8年3月厚生労働省）の基本的  オンラインシステムの見直しに取り組   
労働省）の基本的な理念に  働省）の基本的な理念に沿って、社会  な理念に沿って、社会保険オンラインシス  んだか。   
沿って、社会保険オンライン  
システムの見直しに取り組  

むこと。   
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1只   

日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

日本年金機構中期目標  

化の取組に関する事項   こ関する事項   する事項   に関する事項   

○ 契約の性質に応じた適  以下の取組により、契約の競争性・  以下の取組により、契約の競争性・透明性   
の自己評価  

正か？合理的な契約方法の  
活用ご調達案件の厳正な審  

査・点検の実施等により、契  
約の競争性・透明性の確保  

及びコスト削減に努めるこ  

、l雲よ大・■    （5）その他業務運営の効率  5．その他業務運営の効率化の取組  5，その他業務運営の効率化の取組に関  5．その他業務運昌の効率化の取組  日本年金機構  
と。   画績（機構設立時に契約を締結するも  

のを除く。）の合計額の10％以上を削  
滅することを目指す。   

ア 契約について、航争入札（総口評  （か 調達における兢争生・明 の 呆  兄兄     † 、 Pコ王    日本 
価方式を含む。）によることを徹底し、  の自己評価  
契約予定価格が少枝のものを除く契  

約について、競争入札の件数が占め   厚生労働省  

る割合が80％以上の水準を確保する  
ことを目指す。   

年金機構            図るため、競争入札（総合評価方式を含 む。）に付すことを徹底するとともに、調達 に係る計画数値に基づき、調達コストの削  減に努めたかこ                   減に努める。    の評価  
女 

の調達案件の事前審査等を行う。   の事前審査等を行い、調達の適正化、透  調達の適正化、透明性の確保及びコ  
明性の確保及び調達コストの削減に努め  

る。   イ ＝耶王貝芸 昌 匝、   又  ＝p迂賀貝＝ミ 昌l皇．、 日    こ‾p  一那三文貝コ冥一     日   日本年金機構 の自己評価   通じた調達の進行管理、、一定額以上  達の進行管理や一定額以上の調達案件  調達の進行管理・事前審査等により、              スト削減に努めたか。   厚生労働省 の評価    ウ 
・複数年契約等合理的な契約形態  ③複数年契約等合理的な契約形態を活  ③複数年契約等口埋的な契約形態  

を活用する。なお複数年契約は、中期  を活用したか。   日本年金機構  

目標期間内において行うことを原則と  の自己評価  

するが、土地建物、事務機器等の貸  
貸借に係る契約、システム開発及び運  厚生労働省  

用保守に係る契約、業務委託契約、  の評価  

宿舎管理等の管理保守業務に係る契  
約、損害保険契約等において、合理的  
と判断されるものについては、中期目  

棲期間を超えて行うことができることと  

する。   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点 
評価   

5 業務道営における公正  Ⅳ 業務運営における公正性及び透  Ⅳ 業務運営における公正性及び透明性  Ⅳ．業務運営における公平性及び透   

他業務運営に関する重要事  重要事項  る享要事項   

項  1，内部統制システムの構築に関する  
1■．内部統制システムの構築に関する事項   

（1）内部統制システムの構一  「内部統制システム構築の基本方針」（業  ・業務上のリスクを未然に防ぎ、仮に   
の評価  

築に関する事項   効率的かつ公正・透明な業務運営の  符方法書第16条）に基づき、効率的．かつ  発生した場合にも迅速に対応し、再発   
○ コンプライアンス確保や  実現を図るため、業務の有効性・効率  公正・透明な業務運営の実現を図るため、  を防ぐことめできる厳格な内部統制の   
リスクの未然・再発防止を重  性と法令等の遵守に重点を置くととも  業務の有効性・効率性と法令等の遵守に  仕組みを構築したか。   
視した内部統制の仕組みを  に、業務上のリスクを未然に防ぎ、仮  畢点を置くとともに、業務上のリスクを未然  ・内部監査機能の充実により、内部統   
構築すること。   こ発生した場合にも迅速に対応し、再  に防ぎ、仮に発生した場合にも迅速に対応  制の有効性の検証一継続的改善を  

発を防ぐことのできる厳格な内部統制  し、再発を防ぐことのできる厳格な内部統 －  図ったか。  

日本年金機構 の自己評価  性及び透明性の確保その  明性の確保その他業務運営に関する  の確保その他業務運営に関する重要事項   明性の確保その他業務の運営に関す     1．内部統制システムの構築に関する           事項       n 厚生労働省    事項  
の仕組みを構築する。また、内部監査  制の仕組みを構築する。また、内部覧査機  ヰ成～1年度は特に、コンプライアン  
機能を充実し、内部統制の有効性を  能を充実し、内部統制の有効性を検証する  ス確保やリスク管理の必要性につい  
検証するとともに、継続的にその改善  て、機構の役職員の意識の醸成に効  
を図る。  果的な研修内容の検討・実施、事務処  
具体的には、「内部統制システム構  理誤りの内容を組織内で情報共有す  
築の基本方針」（業務方法書第16条）  ることの必要性についての役職員へ  
に基づき、①コンプライアンスの確保、  の周知、文書の適切な管理・保管の徹  
②業務運営における適切なり 底を実施したか。   
理、③業務の有効性・効率性の確保、  
④適切な外部委託の管理、⑤情報の  
適切な管理及び活用等、⑥業務運営  
及び内部統制の実効的な監視及び改  
善、⑦汀への適切な対応の7つの事項  
を柱として、理事会の統括の下で、日  
本年金機構の業務の適正を確保する  
ための体制（内部統制システム）を構  

築するとともに、継続的にその改善を  
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